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はじめに

現下の地方財政を取り巻く環境は,国全体の景気は緩やかな回復期に入っているが,地方

においては,税が伸び悩む中,地方交付税の減少など,歳入危機が続いており,さらに,平

成17年度では,国の｢三位一体の改革｣の進展,そして市町村合併が本格的な実施段階を迎

え,極めて厳しい状況が続いています｡

こうした状況の中で本市も例外ではなく,平成15年度当初予算が大幅な財源不足となっ

たことから,財政の現状説明と今後の取組等について,事前に市役所改革会議を実施し職員

の合意形成を図ったうえで,最重要課題として平成15年7月に｢財政健全化計画(平成1

5年度～17年度)｣を策定しました｡計画策定後,財政健全化に向けて全職員が一丸とな

り,不退転の決意を持って,平成15年度の財源不足解消のため,さらに,平成16年度予

算に反映させるべく予算編成直前まで努力してきました｡

ところが,平成16年度予算編成終盤になっての地方交付税の大幅な削減によって,急

遽,期末･勤勉手当の人件費独自カットや歳入歳出予算の追加見直し等を行い,財源不足の

解消を図りましたが,最終的に1億3,000万円の財源不足となり,財政調整基金から取り

崩す結果となりました｡そして,平成17年度予算においては,本格化する災害対策事業,

来るべき団塊世代の退職に対応するための基金の創設等,新たな財政需要が発生しており,

2年連続の交付税の予算割れ,財政調整基金の繰入など,歳入面での財政不安も依然,払拭

できない状況にあります｡

今後,国の｢三位一体の改革｣に伴う地方財政対策が不透明であり,未曽有の財政危機が

続くことから,平成16年7月にローリングした｢財政健全化計画｣を,この1年間の経済

情勢の変化や国の地方財政対策,具体的方策の達成状況等の結果を踏まえ,修正したプラン

(平成17年度～19年度)を策定しました｡

第5次笠岡市振興計画の,本市の特性を生かしながら,市民の行政への参画により市民が

元気で生活することができるまちづくりを実現し,21世紀のゆるぎない笠岡づくりを進め

るためには,安定した行財政運営と確固たる財政基盤を確立する必要があります｡

地方の生き残りが問われる競争の時代の中で,この危機的状況を乗り越えるために,向こ

う3年間の｢財政健全化計画｣の見直しを行い,引き続き全庁を挙げて,すべての職員が一

丸となって新たな改革に取り組みます｡



1 財政状況と中期財政見通し(普通会計)
(1)財政状況

本市は,国の景気対策に伴う公共事業や積極的な単独普通建設事業を実施し,また,福祉と教育

に重点をおいた施策を展開してきました｡そして,歳出の累増する元利償還金をはじめとする義務

的経費に対し,歳入の市税等一般財源は,歳出ほど伸びず,近年では落ち込んでいます｡

まず,普通会計決算統計や推計等を用いて,本市の財政状況を分析します｡

(H15までは決算,H16は決算概要,H17は決算見込み｡市税には,減税補てん債･地方特

例交付金を,地方交付税には,臨時財政対策債を含みます｡)

①歳出決算額の推移

歳出決算額とその主な経費の推移は,次のとおりです｡

歳出決算額の推移 280

億円 160

｢⊂::::コうち公債費
27.1 25.2 r 28.0.30.5･32､8135.2 〉 33.5!33.9 35.1＼34.2 ■ 31.2

(⊂==コうち扶助費 20.7 23.2 L 23.3124.¢･26.2 2$.9
■

19.9;21.9 22.8 ≡ 23.9 26.2

≧-うち人件費 ;48■9 49･5J48･6 49.0
~

52.4:51.1 48.5 43.1i44.4･40.7

;+歳出決算額 261.3 265.8 ■:237.0.258.8 255.4;260.0 ■240.5 244.2 247.4 235.8 220.1

歳出決算額は,普通建設事業費の影響を大きく受けますが,財政健全化により近年の普通建設事
業費は低水準となっています｡人件費はHlOをピークに減少,扶助費はH12の介護保険制度へ

の移行により減少しましたが,その後増加しています｡公債費はH14がピーク(Hllは繰上償
還あり)で,繰出金は近年高水準となっています｡
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②普通建設事業費の内訳

普通建設事業費は,国の補助金を受けて実施する補助事業費と,補助金を受けず市独自で実施す

る単独事業費,そして県営事業負担金の3種類に区分できます｡これらの内訳は,次のとおりで
す｡

市が地域の行政需要を満たすため,任意に実施する単独事業費は,H9まで事業費が多くなって

います｡この時に借り入れた市債の返済が,まだ続いています｡

③歳入一般財源の推移

歳出決算額に対して,歳入では,財渡として工面した特定財源を差し引いた額の一般財源を調達

しなければなりません｡一般財源の代表的なものは市税,地方交付税であり,この二つで一般財源

の8～9割を占めます｡これら歳入一般財源の推移は,次のとおりです｡

⊂::::コ諸税 ■10･5:10･3;9･7
12.3.11.3:11.O113.7 13.11 9.7 10.1 12.0

■地方交付税本来分!59･4.161･8:57･4;62,5
郎･5

t■■■市税本来分
82.7 84.8 こ 88.9:84.2!84.9

78.6 77.8 82.0 74.1

80.1i78.7 73.4･74.5

主な一般財源合計!152･6 156.9:156.O1159.O1162.7i170.7 170.4】169.8 164.2 165.5!160.6

一幕･･･歳出必要一般財源!162･2:184■0:159･21163･O1168･5i174･Oi171･0】175･9
172t2 171･5 こ163･7

主な歳入一般財源はHllをピークに減少しています｡歳出必要一般財源との差は,土地売払収

入や財政調整基金繰入金等で賄わなければなりません｡

3



(彰基金での財源調整

歳入が不足する場合,財政調整基金に減債基金,義務教育基金,公共施設基金を加えた財源調整

4基金を取り崩すことで財源調整してきました｡これらの基金の取崩額は次のとおりです｡

｣巳財政調整基金 ･4･0
… 4･0 0.0 0.0 3.4･0.0

財源調整4基金合計

0.0 琴 2.0
･5,0

≡ 6.3 :3.4 0.ヰ

14.6!12.3
■

3.了 1.4.6.5 L 2.9 5.9 6.8 6.3 :3.4
.0.4

H6～7は普通建設事業費と比例して取崩額が多くなっていますが,近年では交付税や市税等の
減収のために取崩額が多くなってきています｡(H16の取崩額の内,2.1億円は災害関連)

⑤基金残高の推移

財政調整基金,財源調整4基金及び基金全体の残高の推移は次のとおりです｡

H6･■ H7 j H8 喜 H9.H10 琴H11 H12･H13 二 H14

■財政調整基金
3･5l

H151H161日17

1.O i4.1?8.7 7.9 9.8112.8 14.¢ 12.4

■財源調整4基金合計■
26･4 r16･4:16･1;20･2､16･4:

9.2 9.6 11.2

17.6 ■18.8116.7･12.7i9.5 9.9 11.4

月基金全体合計 !38･ヰ こ
29･2

■

28･1;28･9
■

25･1128･1 27.1.24.2 19.4114.5 14.8 18.6

H15で財源調整4基金は,財政調整基金以外は残りわずかとなりました｡財政調整基金は｢財
政健全化計画｣の実施により,持ち直しつつあります｡15億円(標準財政規模の11%)を目途
に,引き続き積み増しの努力が必要です｡
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⑥公債費と市債発行額等

社会資本整備等に伴い,市債を発行してきましたが,それは,後年度に公債費という借金返済に

つながります｡これらの推移を示すと次のとおりです｡

HlOまでの市債発行額の累増により,公債費は高水準が続いています｡Hll以降は建設地方債
発行額を制限するなどにより市債発行額を調整していますが,特例地方債(国の制度により,市税
や普通交付税から市債に振り替わった)発行額の割合はH13以降,大きくなっています｡

市債残高は,建設地方債発行額を調整したことにより,H15から減少しています｡

⑦財政指標の推移

公債費比率は,市が自由に使える収入(市税,地方交付税等の埠模)に対する公債費の占める割
合です｡起債制限比率は,公債費比率の分母･分子から交付税算入分をそれぞれ減じたもので,1

5%を超えると要注意とされています｡経常収支比率は,市税収入のように毎年度入ることが予定
できる収入に対し,人件費や公債費に代表される毎年度支出せざるを得ない経費の割合｡この割合
が低いほど社会資本整備や新たな市民サービス等に使える財振的余裕があり,財政の弾力性が高い

ことを意味し,一般的に70～85%の範囲が望ましいとされています｡

H6 H7 〉 H8 H9 r HlO L H11iH12!H13.H14:H15.H16

+起債制限比率≡12･1■ ほ2:12■8:13･8 至14･3:14･5 14.O r 13.6:13.1･12.7 r 12.1

+公債費比率
14･6

■15･7:17･7
18.9.19.2:1乱9:18.7

一ムー経常収支比率】79･5
84･4

18.9.19.811乱0･■ 18.2

88.4･88.O i89.9i87.6186.2 壷 90.1194.8:92.2

公債費比率,起債制限比率ともにHllがピークで,起債制限比率は今後なだらかに減少してい
きます｡経常収支比率は,H15から減少に転じていますが,未だ90%弱という高水準にありま
す｡
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(2)中期財政見通し

(∋基本的事項

･推計は,あくまで現行の地方財政制度を前提としており,各種制度改正や国の｢三位一体の改
革｣による財政状況の変動要因は想定しておりません｡

･財政見通しは計画的な財政運営を進めるための目安であり,今後の予算編成にあたっては,そ
の時点での制度改正や地方財政対策等を踏まえ,具体的に内容を定めることとなります｡

･期間は,平成17年度から平成19年度の3年間で,普通会計が対象｡
･平成18～19年度は,財政調整基金の取崩をしない｡平成17年度の決算剰余金は,全額を
平成18年度での繰越金使用とする｡

･平成17年度の減税補てん債に係る借換は歳入,歳出から除く｡

②歳入推計方法(平成18～19年度)

･市税には,減税補てん債,地方特例交付金を含む｡地方交付税には,臨時財政対策債を含む｡
･市税と諸税は,現在の経済情勢や平成17年度当初予算から,それぞれの税目ごとに推計｡
･普通交付税の基準財政需要額は,経常0.5%減,投資(事業費補正を除く)8%減(H18)
とする｡基準財政収入額は,算入科目の市税等と連動｡現行制度の臨時財政対策債は,平成17
年度以降も継続されるものとするが対前年度25%程度減とする｡

･国県支出金は,扶助費と普通建設事業費については歳出連動で推計｡その他については,原則
として平成17年度並とする｡

･市債は,事務事業評価のハード事業にあわせ,通常起債分は平成17年度と同額を見込む｡

･その他の歳入は,歳出に連動するものを除き,原則として平成17年度並で推計｡

③歳出推計方法(平成18～19年度)

･人件費は,平成17年度当初予算算定の給与水準が続くものとし,平成18年度まで退職者不
補充として推計｡

･物件費は大規模施設の新規見込額を加算｡扶助費は担当課積み上げとする｡

･補助費等は,病院会計補助金を積み上げ,見込額を推計している｡
･普通建設事業費は事務事業評価結果にあわせ,その他の事業は平成17年度と同額を見込む｡
･公債費は歳入の市債見込額により推計｡投資及び出資金,貸付金は病院会計分を積み上げる｡
･繰出金は,担当課積み上げとする｡

④中期財政見通しの状況(次ページ参照)

･今後の歳入については,市税収入は,平成18年度は国都税の評価替えなどにより減少する｡
諸税は増加するが,地方交付税の伸びは｢三位一体の改革｣,国勢調査の人口の反映等で期待で
きず,一般財源として確保できる総額は減少する｡

･一方,歳出については,普通建設事業費は大島小学校の改築,高潮対策事業等に伴い,10%
から20%増加すると推計している｡しかし,現時点では,そのほか新規大規模事業の予定がな

いことか.ら,平成19年度以降は,同水準で推移していくと考えられる｡
公債費は財政健全化の取組により平成15年度から減少に転じたが,扶助費,繰出金等で増加

となる｡人件費は定年退職手当により年度間の増減が著しい｡

･収支では,平成17年度は各部署の執行段階での節減努力を前提として,財政調整基金の取り
崩しを最小限にとどめ,追加取り崩しは避けられる見込みである｡平成18年度は約1億5,80

0万円,平成19年度は約4億8,300万円それぞれ赤字となる｡

･平成18年度から収支が赤字となるのは,定年退職手当の増加,国勢調査人口の地方交付税へ
の反映によるためである｡平成19年度は,普通建設事業及び投資及び出資金の増により,赤字
が更に多額となる｡

･今後の財政運営は,地方交付税の動向と定年退職手当の増減に大きく影響される｡地方交付税
は依存財源であり,｢三位一体の改革｣等の結果を待たなければならないが,定年退職手当につ

いては,｢退職手当準備基金｣を創設したことにより年度間の負担の平準化を図るが,積立金自
体の水準が高止まりすることから,高負担をしばらくの間は求められる状況である｡

･財政調整基金残高が平成17年度末で約11億円まで回復できる予測は,全庁を挙げて財政健
全化計画に取り組んだ結果である｡しかし,推計による赤字額は財政調整基金残高の5割相当額
となっており,引き続き,前例にとらわれない徹底した見直しを継続して実施していかなければ
ならない｡
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中期財政見通し(普通会計)

1 歳 入 (単位:千円)

区 分 H15決算 伸率% H16決算 伸率% H17推計 伸率% H18推計 伸率% H19推計 伸率%

市 税 7,338,332 △ 4.3 7,451,948 1.5 7,567,145 1.5 7,327,473 △ 3.2 71298,195 △ 0.4

地 方 譲 与 税 276,438 5.4 394,171 42.6 496,000 25.8 491,400 △ 0.9 472,800 △ 3.8

利子利一自動車取得税交付金 721,335 4.1 798,312 10.7 720,000 △ 9.8 738,400 2.6 725,200 △ 9.9

地 方 交 付 税 8,201,942 5.4 7,411,750 △ 9.6 6,767,491 △ 8.7 6,633,735 △ 2.0 6,674,262 0.6

交通安全対策特別交付金 12,000 17.9 12,083 0.7 12,119 0.3 12,000 △1.0 12,000 0.0

分担金及び負担金 586,605 0.1 549,207 △ 6.4 554,335 0.9 559,335 0.9 559,335 0.0

使 用 料 364,759 △11.8 347,501 △ 4.7 368,890 6.2 368,590 △ 0.1 368,890 0.1

手 数 料 188,022 △ 3.8 202,639 7.8 183,566 △ 9.4 176,372 △ 3.9 187,522 6.3

国 庫 支 出 金 1,598,930 △13.2 1,820,684 13.9 1,725,582 △ 5.2 1,892,003 9.6 1,935,297 2.3

県 支 出 金 872,111 △ 31.6 1,028,070 17.9 962,989 △ 6.3 898,952 △ 6.6 899,344 0.0

財 産 収 入 96,001 △ 41.6 108,022 12.5 54,250 △ 49.8 54,350 0.2 54,450 0.2

寄 附 金 10,278 △ 68.3 22,367 117.6 28,850 29.0 28,850 0.0 28,850 0.0

繰 入 金 812,110 3.6 388,604 △ 52.1 39,848 △ 89.7 39,848 0.0 39,848 0.0

繰 越 金 199,380 △ 44.2 211,693 6.2 205,774 △ 2.8 225,347 9.5 0 皆減

諸 収 入 1,020,829 △ 9.6 900,592 △11.8 838,894 △ 6.9 777,146 △ 7.4 777,146 0.0

市 債 1,694,100 △11.2 815,085 △ 51.9 829,985 1.8 917,085 10.5 843,985 △ 8.0

歳 入 合 計 23,993,172 △ 4.4 22,462,728 △ 6.4 21,355,718 △ 4.9 21,140,886 △1.0 20,877,124 △1.2

2 歳 出

区 分 H15決算 伸率% H16決算 伸率% H17推計 伸率% H18推計 伸率% H19推計 伸率%

人 件 費 4,436,697 2.9 4,070,407 △ 8.3 3,499,035 △14.0 3,737,598 6.8 3,703,133 △ 0.9

物 件 費 2,498,109 △ 7.0 2,432,154 △ 2.6 2,422,831 △ 0.4 2,421,765 0.0 2,372,450 △ 2.0

維 持 補 修 費 134,214 △16.1 141,828 5.7 137,200 △ 3.3■ 137,200 0.0 137,200 0.0

扶 助 費 2,394,292 5.1 2,619,087 9.4 2,748,062 4.9 2,819,502 2.6 2,874,881 2.0

補 助 費 等 3,075,345 3.2 2,892,664 △ 5.9 2,984,407 3.2 2,856,696 △ 4.3 2,796,798 △ 2.1

普通建設事業費 3,498,967 △ 27.5 2,445,686 △ 30.1 2,098,515 △14.2 2,514,752 19.8 2,818,045 12.1

災害復旧事業費 0 252,158 皆増 177,820 △ 29.5 0 皆減 0

公 債 費 3,416,213 △ 2.6 3,119,075 △ 8.7 2,891,365 △ 7.3 2,761,042 △ 4.5 2,760,924 0.0

積 立 金 150,609 7.6 182,842 21.4 262,374 43.5 41,991 △ 84.0 82,210 95.8

投資及び出資金 148,598 12.6 155,238 4.5 170,690 10.0 209,177 22.5 248,866 19.0

貸 付 金 797,529 △ 9.6 680,971 △14.6 745,569 9.5 785,733 △ 9.8 539,886 △ 3.7

繰 出 金 3,028,906 6.8 3,013,071 △ 0.5 2,992,503 △ 0.7 3,013,260 0.7 3,025,760 0.4

歳 出 合 計 23,579,479 △ 4.7 22,005,181 △ 6.7 21,130,371 △ 4.0 21,298,716 0.8 21,360,153 0.3

3 収 支

区 分 H15決算 H16決算 H17推計 H18推計 H19推計

歳入歳出差引額 413,693 457,547 225,347 △157,830 △483,029

4 財政調整基金残高

内 訳 H15決算 H16決算 H17推計 H18推計 H19推計

前 年 度 末 残 高 1,240,556 922,299 956,629 1,127,529 1,128,429

決 算 剰 余 積 立 170,000 202,000 210,000 0 0

予 算 積 立 136,485 172,000 0 0 0

利 子 積 立 5,258 330 900 900 900

取 崩 額 △630,000 △340,000 △40,000 0 0

当該年度末残高 922,299 956,629 1,127,529 1,128,429 1,129,329
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2 財政健全化計画における主な取組状況

平成15年7月に策定した｢財政健全化計画(平成15年度～17年度)｣での具体的方策につい

て,平成15･16年度において取り組んだ主なものは次のとおりです｡(カツコ書きは平成15年
度中途から実施)

①人件費の抑制

･人員の削減 退職者不補充 普通会計△29人

･市長等特別職給料の削減 期末手当カット→給与･期末手当･退手カット

･職員基本給の削減
(基本給独自カット)

･調整手当の見直し
支給率の引き下げ

･住居手当の見直し その他区分の引き下げ

･通勤手当の見直し 区分の一部廃止

･特殊勤務手当の見直し 廃止又は金額の引き下げ

･時間外勤務手当の削減 対前年度8%程度の削減

･管理職特別勤務手当の見直し 区分単価の引き下げ

･期末勤勉手当の見直し
追加独自カット

･退職手当の見直し (支給率の引き下げ)

･日曜祝日手当の見直し 廃止

･職員互助会補助金の見直し 縮減

･選挙事務従事者報償費の見直し 金額の引き下げ

②内部管理経費の削減

･旅費の見直し

(旅費日当の廃止,引き下げ)

(特別職等旅費宿泊料の引き下げ)

･需用費,役務費の削減 見込みから10%の削減目標

･庁舎等維持管理費の削減 仕様書の見直し

･特別会計繰出金の削減 見込みから5%の削減目標

･一部事務組合負担金の削減 見込みから5%の削減目標

･病院会計補助金の見直し 繰出基準の見直し

･補助事業,~起債事業事務費の見直し 人件費を最大限設定し,残りの一部をコピー代等へ

③施策の見直し

･事務事業評価の手法見直し 外部評価委員の公募

･公共工事コスト縮減の推進 平成17年度までに10%の縮減目標

･入札制度の見直し 制限付き一般競争入札の実施

･民間委託の推進 臨時職員賃金から人材派遣委託へ

･補助金の見直し 納税貯蓄組合助成金の廃止

･新規事業計画の見直し 事業の中止,見直し

8



④市債借入額等の抑制

･単年度市債借入額の上限の引き下げ

全体事業費3千万円以上,又は一般財源1千万円以

上のハード事業について,平成16年度から,財源
対策債を除く市債借入額の上限を,10億円から9
億円に引き下げる

･ハード事業単年度一般財源の上限の引き

全体事業費3千万円以上,又は一般財源1千万円以
上のハード事業について,平成16年度から,一般

下げ 財源の上限を,4億円から3億5千万円に引き下げ
る

⑥その他

･予算編成手法の改革

歳入一般財源の各部署枠配分方式の導入

インセンティブ予算〔予算報奨制度〕の導入

･経理担当者への予算編成研修の徹底 予算要求勉強会を5回開催,206名の参加

･職員への財政状況の説明
市役所改革会議を全職場で開催〔21回〕

･市民への財政情報の公開
財政健全化計画や決算等を広報･ホームページ掲載

･地方財政の充実,強化の要望 国等に対して,市長会として継続的に要望済み

平成17年度において取り組んだ主なもの

①人件費の抑制

･人員の削減 勧奨･普通退職者不補充 普通会計△26人

･職員基本給の削減 人勧完全実施

･調整手当の見直し
支給率の引き下げ

･扶養手当の見直し
人勧完全実施

･管理職手当の特例措置拡大 課長補佐級(3%減額)

･通勤手当の見直し
額改定(H17.3.22通知による)

･特殊勤務手当の見直し
廃止又は金額の引き下げ

･時間外勤務手当の削減 対前年度7%程度の削減

･職員互助会補助金の見直し 半減(1人あたり@20千円→@10千円)

9



②内部管理経費の削減

･旅費の見直し

(旅費日当の引き下げ)

EX:県外15,000→13,500

･需用費,役務費の削減 見込みから7%の削減目標

･庁舎等維持管理費の削減
仕様書の見直し

･特別会計繰出金の削減 見込みから5%の削減目標

･一部事務組合負担金の削減 見込みから5%の削減目標

･病院会計補助金の見直し
繰出基準の見直し

･事務事業の見直し
事業費,事業内容の見直し

･補助事業,起債事業事務費の見直し 人件費を最大限設定し,残りの一定率を総務コピー代等へ

③施策の見直し

･事務事業評価の手法見直し
外部評価委員の公募

･公共工事コスト縮減の推進
平成17年度までに10%の縮減目標

･入札制度の見直し
制限付き一般競争入札の実施

･民間委託の推進
臨時職負から人材派遣委託へ

･補助金の見直し
納税貯蓄組合助成金の見直し

･新規事業計画の見直し
事業の中止,見直し

④市債借入額等の抑制

･単年度市債借入額の上限の引き下げ

全体事業費3千万円以上,又は一般財源1千万円以
上のハード事業について,平成16年度から,財振
対策債を除く市債借入額の上限を,10億円から9
億円に引き下げる

･ハード事業単年度一般財源の上限の引き

全体事業費3千万円以上,又は一般財源1千万円以
上のハード事業について,平成16年度から,一般

下げ 財源の上限を,4億円から3億5千万円に引き下げ
る

⑥その他

･予算編成手法の改革

歳入一般財源の各部署枠配分方式の導入

インセンティプ予算〔予算報奨制度〕の導入

･経理担当者への予算編成研修の徹底
予算要求勉強会を5回開催,206名.の参加

･市民への財政情報の公開
財政健全化計画や決算等を広報･ホームページ掲載

･地方財政の充実,強化の要望
国等に対して,市長会として継続的に要望済み
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3 財政健全化計画
(1)財政健全化の基本方針

①基本的な考え方

第4次笠岡市行政改革実施計画を基本としながら,まちづくりの指針である｢第5次笠岡市振興
計画｣に掲げる4つの基本理念と｢みんなで築く生活元気都市｣の実現を目指すため,また,現在

の｢歳入危機｣からの脱却と今後の新たな行政需要にも対応できるよう,ゆるぎない財政運営基盤
を確立します｡

②計画期間

平成17年度から平成19年度までの3年間とします｡(前回は平成16年度～18年度)

③目 標

･財政調整基金を取り崩さなくとも収支均衡する財政体質を確立します｡そのため,歳入規模に
見合った歳出構造への転換を図り,社会情勢の変化に柔軟に対応できる財政基盤を目指します｡

ただし,国の｢三位一体の改革｣の状況によっては,財政調整基金の取り崩しはやむを得ない
ものと考えます｡財政調整基金の残高を減らさないという考えで,地方交付税等が推計値以上の
落ち込みの場合,前々年度の決算剰余積立額までを上限として取り崩せるものとします｡

･ゼロベース予算や決算重視の考えから,前例踏襲を打破し,すべての事務事業の重点化,効率
化を図りつつ,市民ニーズに適合した施策の再構築を行います｡

･徹底した歳出経費の見直しを基本としますが,市民サービスの低下を招くことのないよう,見
直しは,主に人件費や内部管理経費を対象とします｡

･当初予算措置としている定年退職手当が,財政運営に大きな影響を及ぼすことから,｢退職手
当準備基金｣に積み立てを行い,年度間の負担の平準化を図ります｡(基金の考え方は,平成1

7年度から5年間の定年退職手当の平均を算出し,当該年度の定年退職手当が平均値より少ない
場合は差額を基金に積み立てる｡平均値を超過する場合は超過額を基金から取り崩す｡)

･財政調整基金の残高は,標準財政規模の10%は最低必要とされており,本市の場合,その額
は14億円となります｡当面,中期的な目標額として,15億円を設定します｡(平成17年度
末残高は約11億円の見込み)

･今後,歳入一般財源の減少が続く状況下にあって,短期間での財政健全化は困難と予想されま
す｡また,平成18年度以降の財源不足は,単年度の取組では解消が困難です｡このため,ロー
リング方式による見直しを行いながら,継続的な改善の取組を行っていくこととします｡

･現在の危機的な状況を乗り越えるためには,職員一人ひとりが常にコスト意識を持ち,最小の
経費で最大の効果を上げることを基本に,税の執行者としての自覚と意識改革を図ります｡

･財政指標については,数値目標を次のとおりとします｡

行政改革大綱H17目標 財政健全化計画目標

起債制限比率 13.5%未満 9.5%未満

公債 費 比 率 18.0%未満 15.0%未満

経常収支比率 未 設 定 85.0%未満
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(2)具体的方策

H18削減目標額 1 3,500万円

･組織機構改革の見直し 人員配置の見直し,職員の職種変更

･給与表の見直し 国公に準じる

･人員の削減 H16～18年度退職者不補充中期見通し反映済み

･昇給停止年齢の段階的引き下げ 国公に準じる

･調整手当の見直し 廃止

･住居手当の見直し
定額部分の廃止

･通勤手当の見直し 国公に準じる(H19予定)

･時間外勤務手当の削減 見込額の5%削減を目標

･管理職特別勤務手当の削減 見込額の5%削減を目標

･退職手当準備基金の創設 H17年度実施

･特殊勤務手当の見直し
各種手当の見直し及び年末年始手当の廃止

･へき地赴任短縮制度の見直し 昇給期間短縮を廃止

②内部呂理経費の削減
H18削減目標額 1 8,500万円

･嘱託職員の見直し 賃金の見直し

･臨時職貞の見直し
パート化

人材派遣の活用

･旅費の見直し 宿泊料の引き下げ

･需用費,役務費の削減 見込額の3%削減を目標,ペーパーレス化の推進

･庁舎等維持管理費の削減 委託仕様書の内容見直し

･特別会計繰出金の削減 見込額の1%削減を目標

･一部事務組合負担金の削減 見込額の1%削減を目標

･病院会計補助金の見直し 繰出基準の見直し

･補助事業,起債事業事務費の見直し 人件費を最大限設定し,残りの一部をコピー代等へ

･施設自書の作成と経費の見直し 施設ごとに利用率や維持管理費を分析し公表する

･行政や事務処理の効率化
GIS導入の検討
消耗品費等の部又はフロアー単位での一括管理

･被服貸与規程の見直し 一部廃止,貸与期間の見直し

l員.
H18削減目標額 1 1,900万円

･事務事業評価の手法見直し 事前評価でランニングコストを含めた評価を行う

･費用対効果の検証
事務事業評価の中で,費用対効果の検証を行う｡

･公共工事コスト縮減の推進 平成18年度までに10%以上の縮減

･入札制度の見直し

制限付き一般競争入札の実施件数の増

高落札率入札調査制度の導入

随意契約方法の見直し

･民間委託の推進
市の果たす役割を再点検し,民間でできるものは民間に委ねる

指定管理者制度の早期導入

･補助金の見直し
団体への運営補助から事業補助への転換･補助率設定

個人への補助金の市税等完納条件の導入

･各種協議会負担金,年会費の見直し 加入の必要性を再点検し,脱退･退会等を検討

･債務負担行為の抑制 制度化されている利子補給制度等の再検討

･単市扶助費や給付事業の見直し 所得制限の導入,基準の再検討

･新たな社会資本整備手法の検討 PFI等,民間資金の活用や経営手法の導入を図る

･市民ボランティア活動との連携強化
市民参加の意欲の向上と協働によるまちづくりを推進する

･イベント事業の見直し 委託料から補助金への移行又は廃止を検討

･各種審議会の見直し
事業･事案内容から,統合等合理化を図る
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④市債僧入額等の抑制
H18削減目標額 9,000万円

･ハード事業単年度市債借入額の上限設定
事務事業評価ハード事業について,財源対策債を除
き上限を9億円に設定

･ハード事業単年度一般財源の上限設定
事務事業評価ハード事業について,一般財源の上限

を3億5千万円に設定

⑤収入の確保

H18増収目標額ll,000万円

･市税現年収納率の向上 見込額の0.1%増額を目標

･滞納繰越額の徴収強化
見込額の3%増額を目標

･公有地の積極的な売却

未利用地の適正処分を行う

割賦制度の導入により,貸付物件の売却を図る

･市施設利用率の向上

運用の見直し,創意工夫により使用料増収対策を行う

笠岡総合スポーツ公園の集客対策の検討

･企業誘致,産業政策の見直し
新たな工夫,体制,政策の創設

･広告料等の新設 広報紙企業広告料等の新設,道路占用料等の増額

･基金の運用の拡大
各種基金の運用方法をより効率的なものにシフトする

･受益者負担の適正化
使用料･手数料の見直し

⑥その他
H18削減目標額

･予算編成手法の改革
各部署枠配分方式のさらなる工夫

･経理担当者への予算編成研修の徹底 予算編成手法の変更に伴い,予算編成の勉強会を行う

･職員への財政状況の説明 財政健全化計画の経過説明や意識改革の取組を行う

･市民への財政情報の公開 財政状況を分かりやすく市民に示し,理解を得る

･地方財政の充実,強化の要望
国等に対して,地方自主財源の充実･確保を強く求めていく

(3)計画実施のために

中期財政見通しによれば,地方交付税等の一般財源総額は,今後大きく減収していく見込みであ

り,さらに,貯金にあたる財政調整基金は,災害復旧費や緊急的な行政需要に備え,現在の残高で

は年度間の財源調整が自由にできなくなっています｡

現在の危機的な財政状況を克服し,健全な財政運営基盤を構築していくためには,全庁を挙げて

この計画に基づいた取組を進めなければなりません｡

このためには,まず,職員の一人ひとりがこれまで以上に意識を改革し,行政コストについて厳

しく認識するとともに,常に市民の目線で事業の目標,成果,効率等を精査していくことが必要で

す｡職員全員が,施策立案者であり,税の執行者であり,事後評価委員であることを自覚し,従来

のやり方では,この財政状況を乗り切れないところにいるという危機意識を持つことが重要です｡

21世紀のゆるぎない笠岡づくりを進めるためには,この計画で示した考え方や項目を確実に実

行し,さらに創意工夫を加えながら,新しい笠岡市の行財政システムを構築していくことが必要で

す｡
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4 財政健全化計画実施後の財政状況
(1)計画実施後の収支見通し

具体的方策を実施した結果,効果額を推計できる項目について,計画実施前の赤字額がどうなる

か試算しました｡

(単位:千円)

項 目 H17収支 H18収支 H19収支

計画実施前の収支見通し 225,347 △157,830 △483,029

退職手当準備基金による負担調整 0 0 0

再計算収支見通し 225,347 △157,830 △ 483,029

具

休

的

方

策

(》人件費の抑制 0 35,000 50,000

②内部管理経費の削減 0 85,000 85,000

③施策の見直し 0 19,000 20,000

(参市債借入額等の抑制 0 90,000 90,000

⑤収入の確保 0 10,000 10,000

H18の繰越金使用 81,170

計画実施後の収支見通し 225,347 81,170 △146,859

平成19年度の残る赤字額は,項目に記載されていない具体的方策や,事務事業全般にわたる見
直しと縮減額によって解消しなければなりませんが,国の地方財政対策は今後大きく変わることが

予想され,次回のローリング案により再度検討することとします｡

(2)財政指標

中期財政見通しの普通建設事業費や市債借入額等による財政指標の見込みは,次のとおりです｡

H12 ■ H13 H14 H15 1 H16 H17 ■ H18

公債費比率,起債制限比率ともに,なだらかに落ちていく見込みです｡経常収支比率は,推計数
値が多いため正確な推計ができませんが,｢財政健全化計画｣により経常経費を削減した場合,そ

の額に応じて指数が減少します(約1億4,000万円削減により1%の減少)｡引き続き,徹底し
た経常経費の節減が必要です｡
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(3)公債費と市債残高

同様に,公債費と市債残高の見込みは,次のとおりです｡国の制度により,市税から振り替わっ
た減税補てん債と,普通交付税から振り替わった臨時財政対策債の合計は,近年,急激に増えてい
ます｡参考に,これらを除いたものを(建設地方債等)で示します｡

◆公債費(建設地方債等)
1

32.¢ 1 33.0 33.9 1 32.9 29.8 . 28.0
p

ト血一市債残高
b

】-※一市債残高(建設地方便等)

270.5

255.1

l263･0

l244･5

261.912¢4.1257

237.7 228.8 213
■ .5

1198.5 185.2

減税補てん債と臨時財政対策債を除いた(建設地方債等)は,今後,大きく減少していく見込み

です｡しかし,減税補てん債と臨時財政対策債を含む公債費全体では,減少幅は小さくなり,今
後,こうした制度が続くと,将来増加に転じる可能性も出てきます｡なお,これらの起債に係る元
利償還金は,普通交付税により全額補てんされます｡

(4)人件費

中期財政見通しでの人件費の見込みは,次のとおりです｡

::■:■-こ｢
篭

H12 1 H13 L H14 】 H15 H16 ■ H17 ! H18 H19

人件費合計 】 48･5 47･9
.

隠1 叫･4
.

側･7 35･O l 37･4 37･0

■うち退職手当
1 5･6 6･3 3.7 ト 6.2 1 5.3 1 1.7 3.8 3.4

▲うち退手以外人件費■ 42･9 41･6 39･4 38･2 35.4 33.3 33.6 38.6

人件費は,年度により退職者数やそれに伴う退職手当額にばらつきがあるので,総額だけの比較

では削減努力等がわかりにくくなっています｡退職手当以外の人件費では,退職者不補充や独自削
減策等により減少していく見込みです｡
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用語解説

歳 入 関 連

一

般 財 源
使い道が特定されず,どのような経費にも使用することができる財源｡代表的なもの

は,市税,地方交付税など｡

特 定 財 源 国県支出金,使用料,手数料など,使途が特定されている財源｡

市 税 市民税,固定資産税,軽自動車税など,市の行政サービスの基本的な財源である｡

地 方 交 付 税
地域によって地方税収入に差があるため,標準的な行政を行うために国から国税の一
部が交付される｡普通交付税と特別交付税がある｡

諸 税
地方譲与税,利子割･地方消費税･ゴルフ場利用税･自動車取得税交付金,交通安全
対策特別交付金を,便宜上ひとまとめにした呼び方｡

地方特例交付金
恒久的な減税に伴う減収額の一部を補てんするため,地方税の代替えとして平成11

年度から創設され,減税補てん債とともに地方税減税分をカバーする｡

市 債 地方公共団体が資金調達のために借り,その返済が一会計年度を超えて行われる借金｡

建 設 地 方 債 市債のうち,公共施設の建設事業などの財源とするために発行されるもの｡

特 例 地 方 債 市債のうち,赤字を補てんしたり,財源補てんする目的で発行されるもの｡

減税補てん債 地方特例交付金と同じだが,先に平成6年度から創設された｡

臨時財政対策債 地方に必要な普通交付税に対し国税が不足するため,その代替えとして発行される｡

歳 出 関 連

普通建設事業費 土木農林水産施設,教育施設など,公共施設の新増築等の建設経費｡

繰 出 金 特別会計に対し,収支不足の補てんや繰出基準により支出される経費｡

公 債 費 市が借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額｡

扶 助 費 各種法令や市単独の施策に基づき,生活保護者･児童･老人等に対して支給する費用｡

人 件 費 職員や特別職に対し勤労の対価として支払われる経費｡報酬･給料･手当･共済費等｡

物 件 費 光熱水費･通信運搬費などの内部管理経費,嘱託一臨時職員給,各種ソフト事業｡

補 助 費 等 一部事務組合負担金,企業会計への補助金,各種団体への補助金･負担金｡

義 務 的 経 費 その支出が義務づけられ任意に削減できない経費｡人件費･扶助費･公債費をいう｡

財 政 分 析 関 連

基 金
特定の目的のために設けられた資金又は財産｡いわゆる貯金であり,この基金を取り
崩したものは歳入の繰入金,基金への積立は歳出の積立金の科目で経理される｡

普 通 会 計 一般会計と住宅資金貸付会計,へき地診療会計及び相生墓園会計をまとめたもの｡

決 算 統 計
全国統一基準による最も基本的かつ重要な統計のひとつ｡普通会計と公営事業会計に
分けられている｡統計結果は地方財政運営や国の施策の基礎数値となる｡

標準財政規模

公債費比率

起債制限比率

経常収支比率

地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので,市税と諸税,普通交付税の合計額
等により算出する｡笠岡市の場合,約136億円である｡

借金返済である公債費に必要な一般財源額が,標準財政規模に占める割合｡自由に使
える収入が借金返済に使われる割合を示す｡15%を超えると要注意,20%を超え

ると危険とされている｡

公債費比率算式の分母分子から,元利償還金のうち普通交付税で補てんされる額をそ
れぞれ減じた数値で,過去3カ年の平均を用いる｡一般的に公債費比率より低い数値
となり,要注意･危険ラインは同じだが,20%以上になると市債の借入を制限され
る｡

人件費,扶助費,公債費等の経常経費に,市税,諸税,普通交付税を中心とする経常
的な一般財源がどの程度充当されているかをみることにより,財政構造の弾力性を判
断するための指標として用いられる｡一般的に70～85%の範囲が望ましいとされ
ている｡
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